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〈論 説〉

EU会 計戦 略 と ドイ ツ連結会 計制 度改 革 との整合 性

国際財務報告基準(IFRS)へ の収敏の可能性に関連して
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1.問 題 の所 在

会計基準の国際的な統一化へ の対応 は,わ が国のみならず 自国の固有の会計制度 を具備 してい

る諸外 国において も今なお懸案事項である ことに変わ りはない といえるであろ う。 もちろん,こ

れは資本市場の国際化あるいは投資家の国際化を前提 とす るものであることはいうまでもない。

つ ま り,こ れは資本市場志向型企業の年次決算書 について,各 国間での比較可能性 を高めること

によって投資家 に対 してよ り有用な情報 を提供す るという目的 に対す る一つの手段 に過 ぎないの

である。 とはいえ,そ の ことによって この問題の重要度がい くらかでも低下する ということでは

ない。会計制度論および国際会計論な どの分野 にとっては,こ れが極めて重大かつ現実的 な問題

であることは今 も変 わ りはない といえる。

しか しなが ら,こ の問題の解決 には多 くの困難があ るこ とは,か つ て欧州連合 似 下EUと い

う・ただし当時はまだ欧州共同体 〔EC〕と呼ばれていた。)域内 において会計指令が制定 され,か つ こ

れが各加盟国の国内法 に転換 された際に,結 局は加盟 国の会計慣行 ・規定な どの事情 を十分 に考

慮 した 「選択権」の容認 というむ しろ統一化 とは相反す る手法 によって 「調和化」の レベ ルにお

いて決着 を見 たという経緯か らも容易 に推察することができる
。そ こには,英 米系 の会計慣行 ・

基準 と大陸系の会計 慣行 ・基準 との問の相互 に譲歩 し難 い対立がある といわざるを得 ない
。 いう

まで もな く,こ の対立 はそれ らの背後にあるそれぞれの会計理論相互の対立 と見なされ得 るとい

うこともで きるであろう。

このような状況 を勘案すれば,会 計基準 の国際的 な統一化の実現には理論 レベルでの対立 とい

う大 きな壁が嘗 え立っている といっても過言ではある まい。 ところが,近 年の国際会計基準委員
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会(lnternationalAccountingStandardsCommittee:以 下IASCと いう。なお現在は国際会計基準審議会:In-

ternationalAccountingStandardsBoard;以 下IASBと いう)お よび 欧州 委員 会 な どの会 計 基準 の 設定 に

関 わ る機 関 の動 向が統 一化 に向 け ての新 しい大 きな変 革 を予 感 させ る よ うに なっ て きてい るので

あ る。 もち ろん,わ が 国の 会計 制度 あ る い は会 計 基準 の設 定 主体 も また この大 きな変 革の 中 にあ

る とい えるで あ ろ う。

そ こで,本 稿 で は欧州 委 員会 の提 案 等 にみ られ る新 た な兆 しを手 掛 か りと して,EUの 会計 戦

略 が如 何 なる構 想 の下 に策 定 され,こ れ が主 要加 盟 国 の一つ で あ る ドイツの会 計 制度,と りわけ

連 結 会計 制 度 に どの よ うな影 響 を及 ぼ す こ とに な るのか とい う問題 につ い て,LへSCの 再 編 も視

野 に入 れ なが ら考 察す る こ ととす る。確 か に,こ れ までの ドイツ連結 会計 制 度改 革 の推 移 を概 観

す る限 りで は,そ の改 革 は着 実 に進 展 して い る よ うに見受 け られ る もの の,旧 来か らの 自国 の論

理 ・枠組 み も また改 革 を阻害 す る要 因 とな って いる筈 で あ る。 この よ うな 自国の論 理 ・枠 組 み に

支え られ た連 結 会計 制度 がEUレ ベ ル,更 には世 界 的 な レベ ル の制 度 と して は通用 しない とい う

こ とは 自明 であ ろ う。 果 た して ドイツ連結 会 計制 度 は,ど の よ うに してEU会 計 戦略 との 整 合性

を保持 しよ う と してい るので あ ろ うか。

2aIASCの 再編 と基準設定 の方針

現 行 のIASBの 前 身で あ るIASCお よび これ に よって 設定 され た国際 会 計基 準(lnternationalAc-

countingStandards:以 下IASと いう)の 状 況 を概観 す れ ば次 の よ うに ま とめ る こ とが で き るで あ ろ

う由。

す な わ ち,IASCは,1973年 に ロ ン ドンを本拠 と して設 立 され た もの の,こ の 委 員会 に よっ て

設 定 され た会計 基 準 は,1987年 まで は あ ま り注 目 され る こ とは なか った 。1987年 に 証券 監 督 者

国 際機構(lnternationalOrganizati。nofSecuritiesCommissions;以 下10SCOと いう)がIASCの 諮 問 グ

ルー プ に参加 した こ と を契 機 と して,翌 年 には米 国 財務 会計 基準 審議 会(FinancialAccountingStan-

dardsBoard;以 下FASBとv・ う)も またIASCの 諮 問 グ ルー プお よび 理事 会 に オ ブザ ーバ ー と して

参加 す る こ と にな っ た。他 方,同 年 に10SCOがIASCの 活 動 を支持 す る表 明 をお こな った こ と

と,同 委員 会 が 「財 務諸 表 の比較 可 能性(E32)」 を公表 した こ とに よ りIASは 広 く認知 され る よ

うに なっ た。1993年 に はIASCと10SCOと が 「コア ・ス タ ンダー ド」 の 設 定 に合 意 し,こ れ は

1998年 に完 成 し,10SCOは2000年5月 にIASを 外 国で の 資 金 調 達 時 の財 務 諸 表 の作 成基 準 と

して承 認 した 。 同年 に は,欧 州 委員 会がEU域 内 の上場 企 業へ のIASの 適用 を承 認 した。

この よ うな経緯 の 後 に,】ASCは2001年4月 よ りIASBと して新 た に活 動 を始 めて い る の で あ

る。 この一 連の 動 きの 中で,特 に注 目すべ きは委 員 会 自体 の 目的 につ い ての変 化 が み られ る こ と

で あ る。 つ ま り,も と もとのIASCの 目的 は,「 各 国 にお い て現 在 採 用 され て い る 多種 多様 な 会

計 諸基 準 お よび会 計 方針 を 可能 な 限 り調 和 化 す る こ と」 で あ っ た。 とこ ろが,1999年11月 に公

表 され た 「将 来へ 向け てのEscの 改 造 に 関す る酷 」 に お い ては ・湘 の 高 品 翫'つ 踊 轄 易
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な,し か も強制可能な世界的 な会計 基準の設定,更 には国内会 計基 準 とIASと の一・体 化が 同委

員会の 目的 として掲げ られているのである。 ここに,会 計基準 の調和化か ら統一化へ という目的

観の変化 を読み取 ることが出来るであろう。 この変化は,上 記 の 「財務諸表の比較可能性」 の公

表 と軌 を一 に している といえる。

このことは,明 らかに従来の 「企業の論理」 か ら新 たな 「市場の論理」への転換 を意味 してい

るといえるであろう(2)。この ような基本理念 にかかわる大転換 は,そ の後 のIASCの あ り方に も

大 きな影響 を及ぼすことになるのである。

前述の如 く,IASCは 組織 改革の結果,2001年4月1日 よ り名称 も改め られIASBと して新 た

に活動 を開始 しているのであるが,こ の組織改革をめ ぐって,ド イッなどの会計基準の設定主体

について大 きな変化 が見 出され ることになる。つ ま り,新 たに組織 されたIASBは,「 各 国の会

計基準設定主体 と連携 し,共 同でグローバ ルス タンダー ドを形成するとい う方針を とり(3),」「会

計基準の効率的統合化 を目指 して,米 国財務会計基準審議会(FASB)や 英 国財務会計基準 審議会

(ASB)と いった各 国の会計基準設定主体(日 本の場合は2001年7月 に設立された企業会計基準委員会)

と直接 的な連携 をとってIASを 軸 に会計基準 の 国際的 な統 合化 を強力 かつ 迅速 に進 める体制

を(4)」整えているのであ る。 したがって,こ のIASBの 特徴 は,「 各国の会計基準設 定主体 との

緊密 な関係 を維持す るため,7名 の理事 が リエ ゾン ・メ ンバ ー として リエ ゾ ン国に居住 した上

で,当 該国の会計基準設定主体 との連絡調整に当たるとい う仕組みが採用 されていること(5)」に

あ るといえる。

ここにい うリエ ゾ ン国 には,米 ・英 ・独 ・仏 ・加 ・豪(ニ ュージーランドを含む)と 日本が含 ま

れてお り,「 これ らの国 とIASBが ほぼ同 じ内容 の会計基準 を有する ようになる と,世 界 の主要

経済国をほぼカバー した ことにな り,IASを 中心 とする会計基準の国際的統合が実質的に達成で

きると考 えられている⑥」のである。

このように国際的 なレベルでの会計基準設定(主 体)と 主要国における会計基準設定(主 体)と

が連動する仕組みが構築 されたことによって,と りわけリエゾン国 として同審議会 に理事 を送 り

出 している国に とっては,会 計基準設定のあ り方 をも改革す る必要 に迫 られた といえる。 このこ

とは,リ エゾ ン国の中で も,特 にこれ まで,政 府 主導の会計 基準 設定 プロセスを有 していた 日

本,ド イツ,フ ランスによ く当ては まるのである。

このようなIASCか らIASBへ とい う組織改革 は,ド イツにお いて も法改正 を伴 う大 きな改革

を生み出す ことになるのであるが,そ の詳細は後に譲 るこ とに して
,こ こで は最後に,LへSCお

よびIASBの 基準設定 における基本方針 については,IASCの 設定 したIASお よびIASBの 設定す

る国際財務報告基準(以 下IFRSと いう)に よる 「会計基準の統一化」が意図 されていることを確

認 してお くだけで充分であろ う。
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3。 欧州委員会の会計基準設定の方針

現在 のEUは,1993年 のマー ス トリヒ ト条約の発効 に よって発足 した もの の,そ の前 身 は

1967年 の ブリュッセル条約の発効 によって発足 した欧州共 同体(EC)で あるである ことは贅言

を要 しないであろう。 この欧州共同体 の時代 に会社法関係 のいわゆ る 「EC指 令」が制定 され,

この指令の うち,第4号 指令(個 別決算),第7号 指令(連 結決算)お よび第8号 指令 艦 査)が 企

業会計に とっての規範 として,加 盟国 において国内法化 されて現在に至 っているのである。

しか し,「EU域 内における財務諸表の比較可能性 の確保 とい う所期 の 目的が必ず しも十分 に

実現 できなかったことの」か ら,EUレ ベ ルにおける国際的調和化 とい う問題 さえこれ らの指令

によって完全 に解決 された訳ではなかった とい える。 とはいえ,こ れ らの指令の制定 にあたって

は成案 に至るまでに困難 を極め,多 くの歳月を要 して,し か も多分 に政治的な調整 も行われ,漸

く合意を得て承認 され,結 果 として加盟国において国内法化 されてはい るものの,そ の国内法化

の過程において も各国において多大の労力 と時 間が費や されて きているのであ る。 このような経

緯 の故か,欧 州委員会 は,企 業会計の指令 につ いては長い間沈黙 を守 っていたといって も過言で

はない。その背景 には,同 委員会が 当事者 として関与 した上記の三つの指令の制定 ・国内法化 の

過程か ら判断 して,会 計基準の調和化は可能であるとして も,そ の統 一化 にはほとんど可能性 を

見出せずに,新 たな会計指令 の着手には消極的な立場でいたのではなかろうかとの推測が成 り立

つ筈 であ る。

しか し,欧 州委員会が1990年1月 に主催 した 「EU(当 時はEC)域 内にお ける会計基準の調和

化の将来」 を議題 とす る会議での議論 に基づいて,以 下 のような重要 な合意が成立 し(H),こ れ ら

の合意はその後の欧州委員会の活動 に大 き く作用することとなった とい える。その合意(9)とは,

次の三点である。すなわち,(1)第4号 指令 における選択権が加盟国間の現実の相違 を反映 して

お り,そ の存在が比較 可能性 を阻害 しているわけではない との理由か ら,そ の選択権の削減は時

機尚早であること(こ の判断はIASCがIASに 含まれる選択権を削減することを決めた直後であったことか

ら,い ささか予想外であったといえる),(2)す べ ての加盟国が調和化への努力を継続 し・調和化へ

のプロセスにおいてはよ り一層 の柔軟な対応が必要であること(新 たな指令び)採択よりもむしろ勧告

という方法によってより一一一)の進展の可能性を探ることも示唆されている),(3)新 たな諮問機関 として

の 「会計諮 問フオー ラム」を創設すること に れは会計指令には含まれていない問題への技術的な対応

を欧州委員会に助言し,会 計の国際的調和化についての議論の中でとるべき立場への指針を与え,更 には会計

上の闘題点 ・発展に関する決算書の利用者,そ の作成者および会計基準設定主体の相互間の議論の基礎を提供

することを目的としている)。

この ような合意の下に,企 業会計の領域 に関す る欧州委員会の活動が活発化することとなり,

特 に注 目すべ きこととしてはX990年 か らIASCの 諮 問グループに参加 した こと,更 には同委員

会の理事会に もオブザーバー として参加 したことが指摘 され得 るであ ろう。 これ らの活動 を通 じ
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て,欧 州委員会がIASへ の理解 を深 め,ま た逆にIASCか らの欧州委員会 の考 え方 についての理

解が得 られた ことは容易に推察 され得るであろう。

この後 に,欧 州委員会 は,1995年 に 「会計領域 における調和化:国 際 的調和化 に関す る新戦

略(lo)」と題す る声明を公表 し,更 に2000年6月 には 「EUの 財務報告戦略(11)」と題す る声 明を

も公表す ることになる。そこで,こ こでは これ らの声明に着 目し,こ れ らの声明 に関連する資料

を手掛 か りとして,そ こに見 られる欧州委員会の新たな会計戦略が どのような もの として構想 さ

れているのかを考察 してみ なければなるまい。

そ もそ も,こ のような声 明が公表 された理由は,つ ぎの ことにある といえる。つ ま り,第4号

指令 および第7号 指令によって少 な くともEU域 内における会計基準の調和化の基礎 はで きた と

はいえ,こ の指令お よびこれに基づ く国内法に従って作成 された年次決算書が国際的な水準にお

いて一特 に米国の証券取引委員会 によって一要請 されている厳 しい基準 を満た していないとい う

事実か ら,EU域 内の大規模企業が国際的な資本市場一主 としてニ ュー ヨーク証券取引所一 にお

いて資本 を調達 したいと欲する場合には,そ のため に国内法に準拠する年次決算書 とは別に米国

会計 基準(以 下,US-GAAPと いう)に 準拠 す る もう一 つの年 次 決算書 を作 成 す るか,あ るいは

US-GAAPと の差異についての調整計算書 を作成 しなければな らない とい う結果 になっていたの

である(12)。これが いわゆるダブルス タンダー ドの問題であ り,こ のこ とが決算業務 お よび コス

トの増大 を招 き,し か も競争上の不利 となっていたことは明 らかである。か くて,こ のような問

題を解決す るためには,EU域 内のみな らず国際的な資本市場 に も通用す る統 一的な会計基準の

制定がEU域 内において不可欠 となっていた といえる。

もちろん,欧 州委員会 にとっての選択肢 はIASだ けではなかった筈 であ る。既 に,当 時 のEU

域内においては,各 国の会計規定以外 に も,IASあ るいはUS-GAAPを 適用す る企業 も存在 して

いたのである。 したが って,US-GAAPと い う選択肢 もな くはなかった とい える。 しか し,欧 州

委員会は,以 前か ら協力関係にあったIASCの 制定 した会計基準 をEU域 内の統 一的な会計基準

として指定 したのであ る。その背景 としては,IASCへ の影響力の行使の可能性が考 え られ るで

あろう。 いずれに して も,こ の ような選択肢の拡大 に伴 って1995年 以降
,EU域 内の大規模 企

業には国内法によって年次決算書 を作成する企業,IASに よって年次決算書 を作成す る企業
,更

にはUS-GAAPに よって年次 決算書 を作 成す る企業 とい う3つ の グルー プが形成 される こ とと

なった。

とはいえ,ダ ブルス タンダー ドの問題 はその当時にはまだ解決 されてはいなかったために
,国

内法以外 の基準 を採用する企業は調整計算書 などの対応を余儀な くされたのである
。この ような

事態 を打開するための欧州委員会の対応 は,前 掲の声 明(2000年)に お いて明記 されているよう

に 「2005年 末 までにEU域 内のすべ ての上場企業 にIASに 従 った連結決 算書の作 成 を義務付 け

る(13)」とい うことであった。更に,そ の声明においては,IASをEUに 導入するためのインフラ

整備 として 「EU承 認機構」 を創 設す ること,お よびEU会 計指令 をIASに 調和化 させ るための
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指令改正案 を2001年 末 までに提案す ることが言及 されている(14>。

このような声明に呼応 して,そ の後の具体的な作業,と りわけEU会 計指令 とIASと の整合性

の検証作業(15),更 にはEU会 計指令 と解釈指針委員会(SIC)の 解釈 との整合性 の検 証作業(/6)な

どが進め られ,そ の結果 を受けて会計指令 の改正 のための指令が既 に公布 されているUr)。 この

ような一一一連の欧州委員会の活動 に,EU域 内のみ な らず国際的 に も通用す るグ ローバルス タン

ダー ドとしてのIASへ の期待の大 きさとEU会 計指令 とIASと の統合 という欧州委員会の強 い意

欲が表れている といえるであろう。

したが って,欧 州委員会の会計基準設定の基本方針 は,EU会 計指令 を各加盟 国に国内法化す

るという従来の手法 に固執することな く,し か も単 にEu域 内における会計基準の より一層の調

和化ではな く,IASCに よるIASお よびその後のIASBに よるIFRSと の統合 を視野に入れたよ り

高次の世界的な統一化 に向けた柔軟 な対応 を明確に意識 しているといえる。

4aド イツ連結会計制度の変遷

周知の如 く,ド イツにおける連結会計の本格的 な制度化 は,1965年 改正の株式法 を以って始

まるといえるであろ う(]8)。この株式法において,「 結合企業」 とい う概念が導入 され,そ の 「結

合企業」の一つの形態 として,「 コンツェルン(こ こでは以下においては企業集団という)」が位置付

けられている。 この 「企業集団」 は,最 も興味深 くかつ経済的に最 も重要な 「結合企業」の形態

であ り,1965年 の株式法で はこの 「企業集団」に対 して連結貸借 対照 表 ・連結損益計算書 ・連

結事業報告書 の作成 を要求 してい るの であ る。更 には,1969年 には特 定企業 お よび 「企業 集

団」の会計開示 に関する法律(開 示法)が 公布 され,1971年1月1日 以降に始 まる会計年度か ら

適用 されたことによって,そ の時点で ドイツの連結会計は,制 度 として一応 は確立 されていた と

いえる。

とはいえ,こ れ らの法規制が国内に限定 された連結決算書の規定に過 ぎない ことか ら,そ の決

算書 が 「企業集 団」の極 めて不完全 な写像 しか提供 していない という指摘(19)がなされているこ

とか らも明 らか なように,法 規制の下での制度 と実際の企業実務 との 問には相 当なズ レが存 在

し,実 務 が先行 していたこ とが容易 に推察 され得 る⑳ 。つ まり,株 式法の改正後 問もない当時

の ドイツにおいてさえ,連 結会計制度については,よ り一層の法改正の必要 に迫 られていた とい

える。

この ような状況にあって,当 時の欧州経済共同体(EEC)は,「 会社法指令」の策定 を進めてお

り,当 然のことなが ら ドイツ もその唄 としてこの牒 に参加 していたのであ る・その糸課 とし

て澱 終的には連結会計 に関す る第7号 指令 も制定 され,こ れが ドイツ国内において指令法 とし

て法制化 されることにな り(盾灸密には個別決算醐 する第4号 指令濫 査に関す鵬 謝 旨令と婁キに商法

典などに継 込まれることになるのではあるが),1965年 株式法1こも大幅 な改⊥Eが実施 されることにな

る。 この段階 において,EU会 計指令 に基づ く新 たな ドイツ連結会計制度が確立 されたと言える
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であろう。そ して,そ れ以降は近年の一・連の制度改革を経て今 日至 っているのである。 ドイツの

連結会計制度の進展 を概観すれば以上のようにま とめ られるであろう。

そ して既述 の如 く,IASCに 見 られる基本方針の変化,更 には これに連動す る欧州委員会 に見

られる基本方針の変化が1990年 中頃か ら顕著 になるにつれて,ド イツにおいて もこれに呼応 し

て企業会計制度の改革が急 ピッチで進め られて きている といえる。近年の ドイツ企業会計制度改

革 の中で何 よ りも特 筆すべ きは,や は り 「ドイツ会計基準 委員会(DeutschesRechnungslegungs

StandardsCommittee;以 下DRSCと いう)」の設置(21)にあるといって も過言ではあるまい。

この委員会の 「目的 と使命」 に関す る文書(22)によれ ば,当 委員会は 「連結会計 に関す る諸 原

則 の適用のための勧告(基 準)の 創出,会 計規定立法化 に際 しての連邦法務省への助言お よび国

際的 な会計基準設定機関への連邦政府 の代 表 となること」 とい う3つ の使命 を持 っているのであ

る。 この中で,前 述の ドイツの会計制度 を取 り巻 く状況に鑑みれば,特 に注 目すべ きは連結会計

に関す る基準 の策定 と国際的 な会計基準設定機関へ の政府代表 となる とい う2つ の使命 であ ろ

う。

このような使命が与 えられることになった背景 としては,既 述 のような国際的な変革の波が ド

イッにも押 し寄せていた ことが指摘 され得 る。 この ような国際的 な変革に機敏 に対応すべ く(少

なくともわが国よりはかなり早く行動を開始した),ド イツ政府は,法 改正 を先行 させ た上 で,DRSC

の設置 に踏み切ったのである。

周知の如 く,DRSCに おける基準設定の中枢機i関は当該委員会の下部機i構に位置付 け られてい

る 「ドイツ基準設定委員会(以 下DSRと いう)」に他 ならない。ここには,必 要 に応 じて作 業部会

が設置 され,具 体的な基準作成はこの作業部会 に委ね られている といえる。 このような機関の設

置 に よって,IASCあ るいは現行 のIASBへ の対応,更 には機動力のあ る作業部会 を有す るDSR

における連結会計 に関す る個 々の基準策定 に迅速 に取 り組むこ とが出来ているのである。

他方,ド イツにおいてはいわゆる ダブルス タ ンダー ド問題 として規定上2種 類の連結決算書

(国内用 ・海外資本市場用)の 作成が義務付け られていた ことか ら,有 力企業に とっては大 きな負担

となっていた。 この問題を解決す るため に 「連結決算書免責条項(23)」が改正商法 に新設(そ の後

修正)さ れ・結局国内用 の連結決算書 は,国 際的 な会計基準(つ まりIASあ るいはU$GAAP)に よ

る連結決算書に よって代用 され得 ることとなった。

この限 りでは,ド イツの企業会計制度がIASに 歩み寄るのか
,US-GAAPに 歩み寄るのかは定

かではない。 なぜ な らば,法 規定 においてはIASとUS-GAAPと が同等 に位置付 け られているか

らである。確かに,こ れまでの検討か らもわかるように
,少 な くとも ドイツを取 り巻 く環境 は明

らかにIASに 傾斜 して きている といわ ざるを得 ない。 しか も,DRSCの 設置 はIASCの 組織改革

をも念頭 に置いた ものであることは明 らかであろ う。

しか しなが ら,ド イツにおける対応 は,DSRの 活動か ら明 らか な如 く,決 してIASそ れ 自体

の甘受 というこ とではない。 ドイツの会計制度改革の基本姿勢は
,あ くまで も自前の会計規範に
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こだわっているところによく表れているといえるであろ う。 この ことは,一ヒ記の免責条項 による

措置が時限的な ものであ り一 これ を定め た商法第292a条 の規 定は2004年12月31に 効 力 を失

うことになってい る(と はいえ,そ の延長も考慮されるような状況になってきているのではあるが)一 ・

しか もDSRに よる基準設定作業が これ に連動 して時限的な ものであるこ とか ら,定 め られた期

限までに膨大 な基準設定作業を完了 させて.新 たな会計基準 を既存の会計規範の中に組み入れよ

うとしているこ とか らも容易 に推察 され得 るであろ う(24)。この新たな基準がIASに 準拠 した も

の となるのかUS-GAAPに 準拠 したもの となるのか とい うことにつ いての判断は,こ れ らの新た

に設定 される基準 をすべて個別に検討す ることに委ねるほか に途 はない。

少な くとも ドイツ連結 会計制 度の改 革の担 い手 は,DRSCに 他 な らないのであ る。 したが っ

て,制 度改革の方向性 は,DRSCの 判断に大 きく依存 している といえるであろ う。それでは,そ

のDRSCは どのような立場で制度改革を進め ようとしているのであろ うか。

50ド イツ連結会計制度にみる独自性

DRSCに よる連結 会計 制度改 革 につ いて検 討を加 える前 に,先 ず以 って現行 の(少 なくとも

DRSCの 設置時点における)ド イツ連結会計制度が どのような特徴 を備 えているのか とい うことを

明 らかに してお く必要があろう,,な ぜ な らば,従 来の制度の特徴 を解明することによって,そ の

後の改革の結果 として生 じる新たな制度に見 られ る特徴 と従来の制度の特徴 との対比が可能 とな

ると考 えられるか らである。

ここでは,本 稿の課題 との関連か ら従来の ドイツ連結会計制度について2つ の特徴 を指摘 して

おけば充分であるといえるであろ う。第 一の特徴 は,「 企業集団」 を推 定す るための重要 な要件

としての 「統 一的指揮」 という概 念が導入 されていることである(25>。この概念 については,別

稿 において論 及す る機会が あったので詳細 はそ こに譲 るこ ととす るが,こ の概念 自体 は,1965

年の株式法以来,EU会 計指令の制定に関わる協議 において も ドイツ政府の代表団が固執 し,依

然 として ドイツ国内法 においては堅持 されて きているというような,い わば ドイツ連結会計制度

の最 も特徴 的なキーワー ドといえる概念である。

別稿 において も指摘 されているように,「 本来は,『 企業集団』であることが連結決算書作成義

務を伴 ってお り,連 結範囲 も 『企業集団』の範囲 とほぼ等 しい ものであった。 このような場合 に

は,r統 一的指揮』はr企 業集剛 の推 腰 件である と同時 に連糸吉決轄 の作 成義務の撫 の判

定基準であ り,な おかつ連結範囲の画定基準 ともな り得た といえる(26)。」 これが1.965年 株式法

にみ られる連結会計制度 についての考え方であったにもかかわ らず,そ の後のEU会 計指令の国

内法化 に伴 う法改正を経て,連 結免除 ・除外が多様化 したことによ り,本 来の単純明快 な関係が

成立 しな くな り,も ともとは存在 してレ・た 「企業集剛 と齢 糊 お よび作 臓 務 との問の緊密

な関係性が失われて しまっているのである。 この ことは端 的には多段階の 「企業集団」の中間

に媚 す 襯 牒 の齢 決鰭 作成免除によ り 「牒 期 」であることと漣 糸吉決轄 の作麟
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務 との問には必然的なつ なが りがな くなっていること,ま た 「企業集団」 の範囲 と連結範囲 との

対応 も失われて しまっていることに顕現 している⑳ 。

この ことか ら 「統一・的指揮」 は,現 行制度 においては前述の ように 「企業集団」の推定要件 と

して辛 うじて機能 しているといえるのである。 とはいえ,こ の 「統一的指揮」 とい う考 え方こそ

が ドイツ連結会計の独 自性 を支 えていることは明 らかであ り,良 くも悪 くもこれが特徴であるこ

とは間違いあるまい。

第二の特徴は,連 結会計主体につ いて 「経済的単一体(diewirtschaftlicheEinheit)」 概念が導入

されていることである。 この ことは,既 述の ドイツ連結会計制度 を取 り巻 く社会環境 特 にIAS

との整合性 という観点か らみれば,重 要 な意味 を持 っていると考え られ得 るのであ る。 この概念

を中心に して連結決算 を説明 しようとす る思考は,「 単一体理論(dieEinheitstheorie)」 と呼ばれ,

連結会計主体 についての もう一つの理論である 「利害関係理論(dieInteressentheorie)」 と対比 さ

れているといえる(28)。これらの理論の起源 は,20世 紀初頭 のアメ リカの連結会計実務 に見出 さ

れ得 る(29)。つ ま り,こ れ らの理論は,ド イツ固有 の理論ではな く,ア メリカの連結会計実務 に

関連 して誕生 した理論であるといえる。 ドイツの専門文献 においては,最 近の 「利害関係理論」

は,更 に部分連結 を伴 う場合 と全部連結 を伴 う場合 の二つ のタイプに区分 されてい る(30)。

これ らの理論の中で 「企業集団」 を 「経済的単 一体」 とみる 「単一体理論」に よれば(31)
,「 企

業集団」の過半数持分 出資者(「企業集団」の最上位の企業の出資者)は,子 企業少数持分 出資者 に

対 して自己の支配的影響力に基づいて 自己の利害 を押 し通すこ とがで きる という考え方に立脚 し

ていることになる。そ して,「 企業集団」 に属す る企業の各持分 出資者は,親 企業あ るいは子企

業の少数持分出資者であ るか過半数持分 出資者であ るかにかか わ りな く,「企業集団」 に属す る

出資者 とみ なされることとなる(32)。つ まり,こ の場合 には,少 数持分出資者 の利害 は蔑 ろにさ

れることとなるのである(33)。

このようなすべ ての 「企業集団」への出資者の均一の利害関係か ら次の ような帰結が導 き出さ

れることとなる。すなわち,「 企業集 団」 の最上位 の親企業 によって支配 されている子企業 は
,

全部連結によって連結決算書 に完全に組み入れられねばならない。それゆえ,こ の全部連結によ

れば,親 企業 の出資割合 には関係 なく子企業のすべての資産 ・負債,費 用 ・収益が連結決算書 に

完全に引 き継がれねばな らない。 したがって,こ の場合 には,子 企業 の資産 ・負債,費 用 ・収益

に対す る少数持分 出資者の割 り当て分 もまた 「企業集 団」に帰属す るもの とみ なされる こととな

る。 また,こ の方法の下では 「企業集団」 内の取引は完全 に消去 されねばならない
。

とはいえ,「単一体理論」 による連結決算書の構 成 と 「利害関係理論」 による連結決算書 の構

成 とは大部分 にお いて一致することになるので,ド イッ商法上の連結会計に関する諸規定 をすべ

て この 「単 一体理論」 によって一義的 に解釈するこ とは不可能である といわれて いる(34)
。つ ま

り,現 行の商法規定においては,「 単一体理論」 にも 「利害 関係理論」 に もあては まる共通部分

が多いのである。これに対 して,例 えば商法第301条 第1項 との関連 における同条第3項 の規定
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に見 られる資本連結の際に生 じるのれん(事 業価値 ・企業価値)の 表示 は,部 分連結 を伴 う 「利害

関係理論」に よって説明 され得 るといえる(;i5)。つ ま り,連 結貸借対照表 は過半数持分出資者に

帰属すべ きのれんの割 り当て分のみ を示すべ きなのである(36?。

この 「単一体理論」 と 「利害関係理論」 との最大の相違点は,少 数持分出資者の捉 え方にある

といえる。前者は,少 数持分出資者 を 「連結集団」内の 自己資本提供者 とみなすのであるが,こ

れ に対 して後者 は,こ れを 「企業集団」外の他人資本提 供者 とみ な しているので ある(37)。この

ような決定的な相違 は,資 本観 は もちろん具体的 な手続 き(子 会社の資産 ・負債の評価方法 支配獲

得後の株式売買の取り扱いなど)に も影響 を及ぼす ことになる。 しか しなが ら,ド イツ商法上 の連

結会計規定 においては,ど ちらの理論 も発現 していると言わ ざるを得 ない とすれば,そ して,わ

が国 も含めて諸外国においては一一般 に 「利害関係理論」 に与する場合が多いことに鑑みれば,専

ら 「単 一・体 理論」 を理論 的な支 えにしているX38)とい う意味において,そ の是非は別 に して これ

もまた ドイツ連結会計制度に固有の特徴 とい えるであろう。

か くして,こ こに ドイッ連結会計制度に見 られる2つ の特徴が抽出 されたのである。問題は,

これ らの特徴が制度改革によってどうなるのか とい うことに尽 きる といえる。果た して,DRSC

に よって どの ような方向性が打ち出されることになるのであろうか。

6。EU会 計戦 略 に対 す るDRSCの 提言 と戦略

DRSCは,2000年7月 に 「EU第7号 指 令 の 改革 につ いて の提 言(39>」を公 表 して い る。 ま

た,同 年9月 にはEUの 新たな会計戦略 に対 してDRSCが 意見表明 をお こなっている(40)。ここ

では,こ れ らの提案 ・意見 文書 を手掛 か りとして,DRSCの 立場 を明 らかに しなければなる ま

い。その際 に着 目すべ きは,前 章において明 らか となった ドイツ連結 会計制度の2つ の特徴 をど

の ように考慮 しているのか ということである。

実際の順序 には逆行す る ことになる もの,DRSCの 基本姿勢 を明 らか にす るため には,先 ず

以って2000年9月 に公表 され たDRSCの 見解 につ いて検討す るこ とが有 益で ある と考 え られ

る。その意見文書 においてはT(1)組 織化 された資本市場 にて活動す る企業に対す る2005年 か

らの連結決算書へ のIAS適 用義務 について,(2)組 織化 された資本市場で は活動 してい ない企

業の連結決算書および個別決算書についての選択権 について,(3)い わゆる承認機関について,

(4)施 行のための インフラについて,(5)200ユ 年末 までに期待 される会計指令 の変 更につ いて

の委員会提案について,と い う5つ の問題点が指摘 されている。 この中で,ド イツ連結制度 との

関連において特 に着 目すべ きは,q)に 対す る以下のようなDRSCの 意見(4/)である とい える。

そ こでは,2005年 までにEU域 内の上場企業がIASを 適用すべ きこ とに対 して,ド イツ企業 に

はUS-GAAPを 適用 している企業が多いこ とか らIASの みへの傾斜 には危惧が表明 されている。

それ と同時 に ドイツ政府の名の下にUS-GAAPに よる決算書 の容認期限 を国内お よびEU域 内に

おいて相 当期 間(例 えば2010年 まで酷)延 長す ることを強 く要求 している。そ して,こ の間に・
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1ASとUS-GAAPと の対立が解消するように互いに歩み寄 ることが期待 されているのである。

この ような意見表明か ら,DRSCがLへS一 辺倒で もなければ,US-GAAP支 持 とい う立場 で も

ない未 だ中立 とい う姿勢 を貫いていることが鮮明 となる といえるであろう。この点については,

既述の如 く現行 ドイツ商法典の規定においてはIASとUS・GAAPと が同等 に位置付 け られてい る

ことか らも,ド イツのこれ までの対応 と軌 を一に しているといえる。

これ に関連 して(3)に 対する以下のようなDRSCの 意見(43)もまた注 目に値する といえる。 こ

れは,既 述の ようにIASをEUに 導入す るための インフラ整備 として 「EU承 認機構」 を創 設す

ることが欧州委員会の声明 として公表 されていることに対す る意見表明であ り,欧 州委員会の意

図には懐疑的な立場 を表明 した ものである。す なわち,そ のような機 関がEUレ ベルにおいて創

設 され ることに よって,EUレ ベ ルにのみ通用す るに過 ぎぬ ような 「IAS」一本来 のIASと は似

て非なるもの一 が作 り出されることに懸念を表明 し,あ わせてその ような機関の創 設には反対 し

ているのである。

更には,(5)に 対す る以 下の よ うなDRSCの 意見(44)にもその立場 が よ く表 れて い る とい え

る。現時点 において会計基準の世界的な調和化 を著 しく阻害 している ものは,各 国政府,地 域的

な共 同体(例 えばEU),あ るいは類似の組織(例 えばSEC)に よって作 られる詳細 な会計規定であ

ることを指摘 した上で,会 計基準設定のあ り方 として立法権限の分割 に よって重要 な会計基準

(国際レベル)と 形式 ・内容 にかかわる個別基準(国 内レベル)と につ いての会計基準設定主体 間で

の分担が提案 されている。

これ らの意見表明の背後には,米 国に上場 してい る ドイツ大企業へ の政策的な配慮 も充分 に推

察 され得る ものの,DRSCがEUレ ベ ルを超 えて,よ り一層 グローバルな視点 か ら会計基準のあ

り方について考 えているという姿勢 も見 出され得る といえるであろう。

もちろん,こ れ以外の意見 につ いて も着 目すべ き内容が散見 されるのではあるが,本 稿の主題

に鑑み,そ の検討は別の機会に委ねることとする。

それでは,こ のようなDRSCの 姿勢が 「EU第7号 指令 の改革につ いての提言」にお いては ど

の ような意見 として顕現す ることになるのであろうか。

第7号 指令の改革への提言の中で,と りわけ注 目すべ きは,連 結基準 に関す る以下の見解であ

る。つ まり,国 際的に認め られた連結基準 と一致 して いない との理 由か ら第1条 第2項 の加盟国

選択権 である統一的指揮 と支配的影響 とい う2つ の基準の削除が提 案 されていることである。周

知の如 く,こ の条項 は,そ の制定にあたって,こ れ らの基準が一度 は削除 され たに もかかわ ら

ず,最 終案の段階 において特 にこれらの基準にこだわった ドイツな どの ご く一部の政府代表者が

加盟 国選択権 として復活 させ た とい う経緯 を持 ついわ くの ある条項 であ る。 この ようなDRSC

の対応 は一体何 を意味 しているのであろうか。

実 は,こ の提案 はそのまま法改正 に際 して も受 け入れ られ,「会計の国際化 のための法律」(こ

れはいわゆる条項法であり,具 体的には主にドイツ商法典の該当条項の改正によって発効することになる法律
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である)の 草案X45)の中に も反映 されてい るのである。 この草案 に よれ ば,現 行商法典第290条 第

1項 の規定 である 「国内 に所 在す る資本会社(親 企業)の 統一的指揮 の下 にあ る企業が企業集団

に含 まれ,か つ この統…的指揮 下にあ る一つ または複 数の企業(子 企業)に 対す る第271条 第1

項に よる資本参加が親企業に属 している場合には,親 企業の法定代表者 は企業集団の事業年度の

始 ま りか ら5ヶ 月以内に前事業 年度についての連結決算書および連結状況報告書を作成 しなけれ

ばならない」 は,次 の ように修正 されているのである。つ まり,「国内に所在す る資本会社 は}

他の企業(子 企業)を 支 配す る場合には,親 企業 として連結決算書お よび連結状 況報告書 を作成

す る義務 を負 う。」

この修正の核心 は,「統一 的指揮」 とい う 「企業集 団」の推定要件 を削除 したことに尽 きると

いって も過 言ではあるまい。その削除理由は,国 際的な基準 との整合性 を重視 したことにあ り,

この措置 による影響 は軽微 なもの と考 え られているのである(46)。この ように,ド イツ連結 会計

制度の特徴 として前章において抽出 した 「統…的指揮」 という概念が,本 規定の条文か ら削除さ

れることになっているのである。 もちろん,こ れは成案ではな く,草 案に過 ぎない とはいえ,上

述 のDRSCの 提言 といい,こ の新条項法(商 法改正)草 案 といい 「統一的指揮」 とい う概念 には

最早固執 しない とい う姿勢が明確 に示 されているといえるであろう。 この概念については,別 稿

において指摘 したように,こ の概念に基づ く 「考 え方 と時代の変化に合わせて徐々に更新 されて

きた法規定 にお ける考え方 との問に齪齪 をきた している剛 」 といわ ざるを得 ない とすれば,現

行の連結会計制度に関わる,現 在進行中の新法制定(か っ法改正)お よび上述のEUへ の提 言は,

まぎれ もな くこの核心部分 につ いての改革を意図 しているといえる。

この ことは,伝 統的に保持 されて きたとはいえ法律上 に概念規定のない,い わば曖昧模糊 とし

た 「統一一的指揮」 とい う概 念にDRSCが 見切 りをつけたともいえるであろう。 このようなDRSC

の対応は,別 稿 における指摘 融,す なわち 「統一・的指揮」概念の孤立化 とい う現象の存在 を裏

付ける 一一つ の傍証 とな り得るのではなかろ うか。いずれにして も,ド イツ連結会計制度の独 自性

を支えていた特徴の …つが優 くも消失 して しまうことになるような新法制 定(か つ法改正)が 実

際に行 われ るとすれば,そ こには独 自性 を捨てて まで も統一化 の道 を進む というDRSCの 強固

なまでの姿勢が見出され得る といえる。

とはいえ,こ の 「統一的指揮」 という概念が完全に消滅す るか どうか とい うことについては今

の ところまだ確定 しているわけではない ようである。なぜな らば,こ れ もまた,草 案ではあるも

のの ドイツ会計基準第1.6-「 連結決算書 の作成 と連結範囲(49)」(これは既に第10号 として公表され

ていたものの改訂版といえる 二以下E-DRS16と いう)に おいて,企 業 間に支配関係が成立する要件の

一・つ として 「他の企業に事実上の統 …的指揮 を行使する場合」 という規定が見 出され得るか らで

ある。 このE-DRS16で は,「 統…的指揮」は,あ くまで も企業 間の支配 関係 を判定す るための

一'つの要件 に過 ぎないのである,,つ ま り,こ れまでの ような 「支配」 と 「統一的指揮」 という2

つの判断基準の併用ではな く,単 に 「支配」 という単一の基準 を適用す る際の支配関係 の有無 を
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判定するためのいわば下位基準の一つ として位置付 けられているに過 ぎない。

ところが,こ のE-DRS16に 関連 して,商 法の改正 も提案 されているのであるが,そ の修正 に

おいては,前 述の新条項法(商 法改正)草 案 とは異 な り従来の 「統一的指揮」 とい う表現 に替 え

て 「事実上の統一的指揮」 とい う表現が用 い られているのである。 ここに,こ の概念への こだわ

りが見出されはするものの,旧 来の 「統一的指揮」 とい う概念ではな く 「事実上の」 とい う限定

句 を付 した ところに新たな変化が表れている といえるであろ う。 したが って,こ のE-DRS16の

草案において も,や は り旧来の 「統一的指揮」概念 を企業間の支配関係判定の最上位の基準 には

しない とい うDRSCの 基本方針 に変化 は見 られ ない といえるであろう。

他方,第7号 指令 の改革への提 言の中にパーチェス法お よび持分 プ0リ ング法 につ いての見

解(50)も含 まれてい ることが看過 され てはな らない。周 知の如 く,現 行 ドイツ商法典 にお いて

は,第301条,302条,307条 お よび309条 によって連結財務諸表作成 のための資本連結 が規 定

されている。 これらの規定は,株 式取引にのみ適用 されているに過 ぎず,資 産取引お よび法律 上

の買収 には別の規定が適用 されてい る(51)。この資本連結の方法 についてDRSCは,そ の提 言の

中でパーチ ェス法の部分修正 と持分 プー リング法の削 除とを提案するとともに,パ ーチェス法の

代 替法 を別途容認す ることをも提案 してい るのである。 これに対応 して新 条項 法(商 法改正)草

案 も,パ ーチェス法についての現行 ドイツ商法典第301条 第1項 に規定 されている簿価法 と評価

替法 との選択権 を廃止 し,資 本連結については取得時点の価値評価 によっておこなわれねばな ら

ないとの立場 を表明 している(52)。この ような全部連結の際にパ ーチ ェス法 を採用す る場合 の資

本連結 の方法 についての変更は,IASお よびUS-GAAPに 見 られる評価替法のみ を容認す る とい

う規定 との一致 を意図 しているといえるであろう。 この部分修正 については,第7号 指令 の改革

への提言 と新条項法(商 法改正)草 案 とは足並みが揃 っているといえる。

ところが,第7号 指令 の改革へ の提 言 にお ける持 分 プー リ ング法 につ い てのDRSCの 見解

は,上 記の ようにこの方法 の廃止 を提 案 しているに もかかわ らず,新 条項法(商 法改正)草 案で

はこの ことは何 ら言及 されていないのである。つ ま り,現 行 ドイツ商法典 第302条 第1項 第1文

の規定がその まま有効 とな り,こ れに よれば,次 の条件 を満たす場合には,パ ーチ ェス法あ るい

は持分プー リング法のいずれかの選択適用が認め られ るこ ととなる。

す なわち,(1)親 企業の持分が90%超 過 している。

(2)そ の持分が持分交換 によって取得 されている。

(3)金 支出額が発行済み株式 の名 目額の10%を 超過 していない。

しか しなが ら・ ドイツ会計基準第4号 「連結決算書 における企業買収」(これは2000年8月29日

にDSRに よって採択されている。以下DRS4と いう。)においては,持 分 プー リング法は一切言 及 され

ていない。要するに,持 分プー リング法については,現 状では第7号 指令の改革へ の提言 と新条

項法(商 法改正)草 案 とが整合 している とは言い難 いので あ る。 もちろん,こ の点 につ いての

DRSCの 意図は,上 述のDRS4に 示 されて いる ともいえる ものの
,つ ま り第7号 指令の改 革へ
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の提 言と同様 に持分 プー リング法の廃止を念頭に置いている とも考 えられ るものの,最 終的 には

どの ように法改正が行われることになるのか を見届けることによって初めて確定的なもの となる

といわざるを得 ない。 したがって,こ れについての詳論 はその時を待たねばなるまい。その際に

は,経 験的 な調査(53)によれば,持 分 プー リング法が用い られた事例 は見出 されていない との こ

とであるので,企 業の選好が常にパーチ ェス法であるという事実の持つ意味 も考慮 されねばなる

まい。

それでは,い わゆる連結主体について,ど のような提言がなされているのであろうか。 この点

に関 しては,現 行 ドイツ商法典第307条 において,連 結決算書に組み入れ られる子企業 に対す る

持分のうちの親企業に属 さない部分,つ まり少数株主持分が適切 な名称 を付 して 自己資本の中に

区分表示 されねばならぬことが規定 されてお り,こ の規定にこそ 「単一体理論」の基本的な考え

方が顕現 してい るといえる。

ところが,新 条項法 備 法改正)草 案においては,第307条 の修正が提 案 されてお り,そ の他

の出資者持分,つ まり少数株主持分についての貸借対照表お よび損益計算書 にお ける表示 はEU

第7号 指令 と一致するように変更されることが明記 されている。 ここにい うEU第7号 指令が現

行の会計指令であれば,そ の第21条 お よび第23条 が これに該 当する条項であ り,DRSCの 改革

提言 としての第7号 指令であれば,そ の第 ユ9条第3項 お よび第4項 が これに該 当す る条項であ

ることになるものの,い ずれに して も規定内容は同 …であ り,そ こでは少数株主持分が適切 な名

称 を付 して個別 に表示 されることが要請 されているだけであ り,そ の表示場所については言及 さ

れていないのである(5n)。

この ことは,現 行商法典第307条 における規定に明記 されていた 「自己資本の中に区分表示す

る」 旨の定めか ら表示場所が 自紙委任 された ことを意味 している。つ ま り,こ の点 に関 しては,

IASとUS-GAAPと に相違が見 られることか ら,ど ち らか一方に決 めず にどちらに も当てはまる

ような規定内容 となっているのであ る。 この ことによって,「 単一体理論」 を最 も強 固に支えて

いた規定が修正 されて,特 にどち らの理論に与する というような明確な立場表明を放棄すること

になる可能性が あるのである。 これもまた,提 言 ・草案による推察であ るとはいえ,こ の可能性

が極めて高いとすれば,ド イッ連結会計制度の もう一つの特徴 である 「単一体理論」 による支 え

も揺 らいでいるといわざるを得 ない。

ここに至って,ド イツ連結会計制度の独 自性 を支えてい ると見なされて きている2つ の特徴,

つま り 「統 …的指揮」 という概念お よび 「単一体理論」 という考 え方が どち らも独 自性 を支え ら

れるほどの特徴ではなくな りつつあることが明 らか となったといえる。

7.結 び に代 えて

か くして,こ れ までの検討か ら,当 時のIASCお よび現行のIASBの 基準設定 における基本方

針 には 「会計基準 の統 一一・化」 が意図されていること,ま た,欧 州委員会の会計基準設定の基本方
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針 にはIASお よびIFRSと の統合 を視野に入れた より高次 の世界的 な統 一化 が意識 されてい るこ

とが明 らか となっている。他方,DRSCは,こ の ような変革の潮流 に逆 らうことな く,と はい え

ただ流れに身を任せ ることもな くドイツ連結会計制度を着実に改革 して きてお り,LへSお よび欧

州委員会 の趨勢 に必ず し も与す るわ けで はな く,し たが って一方 的 にIASに 傾 倒す るこ とな

く,IASとUS-GAAPと の間で中立の立場 を保持 しつつ独 自の進展 を遂げて きているこ とも明 ら

か となっている。

この ドイッ連結会計制度の独 自性 を支えていると考えられていた2つ の特徴的な概念 ・理論で

ある 「統一的指揮」および 「単一・体理論」 は前章 において明 らかになった ように,DRSCに よっ

てその地位 を追われることが推察 される状況になっているのである。 この ような ドイツ連結会計

制度改革の方向性 は,こ れ までむ しろ独 自性 とみ なされていた特徴 に見切 りをつけたことによっ

て よ り一層明確 な もの となっている といえる。つ ま り,こ れまで ドイツ連結会計基準 において他

の国々の連結会計基準 あるいはIASお よびUS・GAAPと 最 も相容 れなかった といえる部分 に変化

の兆 しが現 れている ことがDRSCの 公表す る基準 ・草案 ・提 言か ら明 らか となって いるのであ

る。

この こ とが,直 ちにLへS・IFRSへ の収 敏 を予 感 させ る と断定 す るこ とは早計 であ る と して

も,少 な くともドイツ連結会計制度改革がLへS・IFRSとUS-GAAPと のす り合わせ を通 じて,可

能 な限 り統合 されたまさに世界的な レベルの連結会計基準 を理念的な姿 として措 定 して,こ れに

向かって着実に進 んでいるとみる とすれば,こ れ は果 たして謬見に過 ぎぬのであろうか。

最近,ド イツの中心的 な証券取引所 であるフランクフル ト証券取引所 の持株会社である ドイツ

取引所は,1997年 に開設 されたベ ンチャー企業向けの株式市場(NewerMarkt)の 閉鎖 を含 む全面

的な市場改革策を発表 したとい う。その改革策(55)によれば,2003年 中をめ どにベ ンチ ャー企業

向けの市場,小 型株市場(SMAX)を 含 むフランクフル ト証券取引所 の株式市場 が 「プライム ・

ス タ ンダー ド(IASあ るいはUS-GAAPに よる国際水準の情報開示をしている企業によって構成される市

場)」 と 「ドメスティック ・スタンダー ド(ド イツ国内基準により情報開示をしている企業によって構成

される市場)」 との2つ の新市場 に分け られることになる との ことである。つ ま り,従 来の企業規

模 による区分ではなく,情 報開示水準 による区分 を導入するとい うのである。

この ような証券市場サイ ドでの改革 もまた,明 らかに資本市場志向型企業 と資本市場非志 向型

企業 とを区別 しようとしている もの と考 えられ得 る。確 かに,ド イッ連結会計制度改革が未だそ

の途上である とはいえ,証 券市場の改革 もまた当然 にこれに連動することになることは自明であ

ろ う。要す るに,ド イツ連結会計制度が世界 レベ ルの水準 になるこ とが資本市場志 向型企業 に

とって も,ま た証券市場に とって も不可欠な ことであ り,そ のため にDRSCの 目指す ところは

上述 の理念的 な姿 に他 な らぬ筈である。

とはいえ,証 券市場サ イ ドにおけるこの ような開示水準 による企業の区別 は,結 果 として開示

水準の高い企業 と低 い企業 との峻別 につ ながる ことになる。 ここにい う開示水準 の高低 は,IAS
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あるいはUS-GAAPを 適用するか ドイツの国内基準 を適用するかによって判 定 されることになる

のではあるが,現 在進行中の連結会計制度改革 によって新 たに生 まれる国内基準 がIASあ るい

はUS-GAAPと 同等 のものとな りさえすれば,最 早そのような区別 は意味 を持 たないことになる

筈である。要するに,基 準が一つになることによって開示水準は均一化す ることになると考え ら

れ得るのである。

しか しなが ら,開 示水準の均 一一一化が会計基準の厳格化 を前提 としているとすれば,他 方では,

当然のことなが ら従前の ように企業規模 に よる規制緩和が必要 とな り に れが法の抜け穴にならな

ければよいのではあるが),こ こに も結果 として開示水準の高低が生 じることとなる。 もちろん,こ

こにい う開示水準の高低 は,同 一の会計基準が適用されているにもかかわ らず,免 除等の緩和措

置 によって生 じるものであ り,上 記の もの とは全 く異質な相違である。実はここにこそ連結会制

度改革の困難性が顕現 しているといえるであろう。つ まり,会 計基準の統一化が実現 した として

も,こ れをすべ ての企業にあてはめるこ とは困難であ り,結 局開示水準の均一化 を断念せ ざるを

得 な くなるとい うことである。

もう一つの 重要 な問題は,個 別企業の決算書の作成,つ ま り個別会計制度 と連結会計制度 とを

どの ように調和化 させるか ということである。 とりわけ,商 法典 を中心 とする会計規定に基づ く

会計制度においては,配 当可能利益の計算 にかかわ る個別会計制度 を等 閑に付す ことはで きない

筈である。 この ような問題の存在 もまた連結会計制度改革には足枷 となっているといえるであろ

う。

この ような困難な状況にあ って,既 述の如 く,現 行商法典にお ける時限規定(第292a条)の 期

限延長 も検討 されているとすれば,し か もその延長期間中にIAS・IFRSとUS-GAAPと のす り合

わせが期待 されている とすれば,商 法典 を中心 とする法会計の枠 組みの中での今後のDRSCの

動向が尚更に注 目されることとなる。果 た して,DRSCは,ど の ようにこのす り合わせ に関わっ

てい くこ とになるのか,そ して,そ の結末 としてDRSCの 思い描 いてい るような決着 をみ るこ

とがで きるのであろうか。 ます ます気 になるところである といわ ざるを得ない。

以一ヒの ようなDRSCの これ まで の動向(あ るいは予想される今後の動向も含めての)分 析 か ら,

DRSC自 体が ドイツにおける会計基準設定主体 として果た している役割,つ まり国内におけ る新

たな会計基準 の設定 ・法改正への提 言,EUレ ベルの会計基準設定主体 ともいうべ き欧州委員会

へ の提言,国 際的な レベ ルの会計基準設定主体 としてのIASBへ の関与 とい う具体的な活動 の基

礎 になっている と考え られる基本方針が明らかになった と同時に,そ れぞれの基準設定主体 間の

相互関連性の 一端 もまた明 らか になった といえるであろ う。更 には,IASあ るいはIFRS,EU会

計指令,お よびDRSと い う会計基準それ 自体の 問の相互関連性 の…端 も明 らかになった筈 であ

る。 とす れば,こ の小論 は,別 稿(56)において,提 起 した課題,す なわち,DRSCが 伝統 的な ド

イツ会計制度の枠組みの中でIASあ るいはIFRS,更 にはEU会 計指令 の設定主体に対 して どの

ような働 きかけを行い,ド イツ会計基準 をこれ らの基準 ・指令 とどのように関わ らせ ようとして
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いるのか とい う問題 に対す る現時点での解答 としての意味を も持つ こと となるのでは なか ろ う

か 。
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